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ア メ リ カ 電 話 事 業 に お け る
ユ ニ バ ー サル ・サ ー ビ ス(2)
西 田 達 昭
m「 ラ イ フラ イン」 ・「リン ク ア ップ ・ア メ リカ 」 プ ログ ラム
前 章 で は,ア メ リカ電話 事業 にお け る 「ユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビス」 を検討 し
て い く場合 の 前提 条件 で あ るユ ニ バ ー サ ル ・サ ー ビ スの概 念 につ い て,ヨ ー
ロ ッパ ・日本で の議論,ま た,ア メ リ カ議会 にお け るユ ニ バー サ ル ・サ ー ビス
を引 続 き保 障 してい こ うとの公聴 会 で の議論 等 を検 討 した。
本章 で は,AT&丁 分割 後 のユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビス に焦 点 をあ て,各 種 の
統 計資 料 を用 い て 考察 す る こ とにす る。 「ユ ニバ ー サ ル ・サ ー ビス」 を担保 す
る電 話 援助 プ ログ ラム は,大 き く分 けて,「 ラ イ フ ライ ン(Lifeline)」と呼 ば
れ る低 所 得者層 に対す る基 本電 話料 金 を援 助 す る もの(低 所 得 者 に対 し,州 が
市 内 電 話i基本 料 金 を値 引 きす れば,FCCが この値 引 き額 と同額 の加 入 者 ア ク
セ ス ・チ ャー ジ の 支 払 い を 免 除 す る 制 度)と,「 リ ン ク ア ッ プ ・ア メ リ カ
(Link-UpAmerica)」と呼 ば れ る低 所 得 者 へ 電 話 を普 及 さ せ る た め,新 規 加
入電 話工 事料 の半 額(上 限30ドル)を 補助 す る制度 との2つ の制 度 が あ る221。
以 下,こ の2つ の制 度 ・状 況 につ い てみ てい くこ とにす るが,ま ず 第1節 で
は,ア メ リカ にお け る電話 の普及 率 が現 在 ど うな って い るのか,住 宅用 電話 料
金 が ど うな って い るのか,こ の両 者 の推 移 につ い て検 討 す る。 次い で,第2節
で は,こ の2つ の プ ロ グラム の アメ リカ全体 にお け る制 度 ・状 況 につ い て概 括
22>ロ バ ー ト ・R・ ブ ル ー ス 「米 国 に 蛤1ナる 電気 通 信 規 制 の 現 状 」 「海 外 電 気 通 信 」1989年6月 号.
五5ペー ジ 。
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し,第3節 で は,こ の制度 が 最初 に始 め られ,ま た最大 の規模 を誇 るカ リフ ォ
ルニ アにつ い てそ の状 況 を検刮.し,今 後 の 日本 で の低所 得 者層 用 の料 金 を考 え
る場 合 の素材 と したい 。
1.電話 普 及 率 ・住 宅 用電 話料 金 の推 移
か つ て,セ オ ドア ・ベ イ ルが 唱 えた 「あ まね くど こで も」 利用 で き る とい う
概 念 は,AT&Tが ア メ リ カにお け るほ とん ど1,500あま りの独 立 電 話会 社 と
接続 した数 十年 前 に基 本 的 に達成 され,第2表 にみ られ る通 り,現 在 ア メ リカ
全 国 で は電 話が あ る世 帯 は全 世 帯 の93%で あ り,電 話 演 ない 世帯 は660万世 帯
7%と な っ てい る23}。第2表 を も うす こ し詳 し くみ る と,1983年か ら1989年の
6年 間で,世 帯 数 は8580万世 帯 か ら9390万世 帯 と810万世 帯 増 加 し,そ の 間 電
話 の あ る世 帯 は7840万世帯 か ら8730世帯 へ と890万世 帯増 加 して い る。 そ の増
加 を電 話 の普 及 率 で み る と,91.4%から93.0%と1.6%増加 して い る。 逆 に,
電話 の な い世帯 は,740万世 帯 か ら660万世 帯へ と80万世帯 減 少 してお り,減 少
率 で は8.6%から7.0%と1.6%減少 して い る。
第2表 アメ リカにおける電話普及状況 (単位100万)
年 世 帯 数 電話のある世帯数 (%)
電話のな
い世帯数 (%)
ユ983 85.8 78.4 9ユ.4 7.4 8.6
1984 87.4 79.9 91.4 7.5 8.6
1985 88.8 81.6 91.9 7.2 8.1
ユ986「 89.9 83.1 92.4 6.8 7.6
1987 91.3 84.3 92.3 7.0 7.7
ユ988 92.6 85.7 92.5 6.9 7.5
1989 93.9 87.3 93.0 6.6 7.0
(出 所)HerbeTtS.DordickandMarilynDianeFife,"Universalserviceinpost-divestiture




また この電 話 の普 及状 況 を,そ の高 い 州 と低 い州,世 帯 規模,世 帯 主 の雇用
状況,年 収水 準,世 帯主 の年 齢,等 に分 類 して普 及状 況 をみ たのが 第3表 で あ
る。 この第3表 か らみて とれ る ことは,電 話 普 及率 の 高 い州 と低 い 州 で は10%
もの 開 きがあ る こ と一 東部 で は97%に達 す る州が あ るが ,中 ・南 部 では85%
程 度 の 州が あ る。 世帯 規模 で は,2-3人 な い し4-5人 の夫 婦 ・子 供 世帯 の.




普及率の高い 「コ 不 テ ィ ケ ッ ト 95.5 97.ユ
州 と低い州 ワ シ ン ト ン 93.0 97.1
ミ シ シ ッ ピ ィ 82.4 87.0
ニ ェ ー メ キ シ コ 82.0 85.8












ヒ ス パ ニ ッ ク
1990
5,000$以下 71.2 75.4 66.ユ 6ユ.1
5,000-7,499s 83.3 82.6 74.9 66.7
7,500-9,999$ 86.5 86.9 77.3 74.8
10,000-12.499$ 89.7 88.9 81.9 74.1
12,500-14,999$92.1 91.7 85.9 82.0
15,000$以上 93.7 93.3 87.7 85.1
世帯主の年齢
16-24歳 77.0 81.2 64.4 67.8
25-64歳 93.8 94.7 86.4 87.5




よ り作 成 。
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世帯では88%と低 くな っている。世帯主の雇用状況で は,被 雇用世帯 では9『%
と高いが,失 業者世帯では85%とその普及率 には10%の差がある。世帯の年収
水準 では,年 収水準が高い程その普及率 は高 く.,年収が低 くなるにつれてその
普及率 も低下 してい く。また,世 帯主の年齢で は,65歳以上の世帯が91%と高
いが,16-24歳の世帯で は68%と低 い,と い う特徴 がある。 またアメ リカにお
ける人種構成か らみた普及率の比較が第1図 か らみて とれ るが,マ イノ リテ ィ
といわれる黒人世帯 ・ヒスパニ ック世帯で はその普及率が低 い ことがわか る3%
次に第4表 と第5表 で あるが,第4表 は1983年か ら1989年の間にお ける住宅用
電話料金の月額平均をみた ものであ り,第5表 は月額平均電話料金 と補助 を う
けてい る電話料金 との比較 をみた ものである。
まず第4表 で あるが,こ の表は連邦 と州の合同委員会によって95都市のサ ン
プルか ら作 られた ものであ るが,AT&Tの 分割 をはさんで住宅用電話料金が




















第4表 住宅用月額平均電話料金(各 年の11月時/単 位 ドル)
1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989
制限のない市内電話料金 10.5012.1012.17ユ2.58 12.4412.3312.28
加入者回線チャージ 一 } 1.01 2.04 2.66 2.67 3.53
税 金 1.08 1.25 1.35 1.51 1.56 1.59 1.73
合 計 11.5813.3514.5416.1316.6616.5917.54
最低利用の市内電話料金 5.37 5.62 5.75 5.96 5.81 5.62 5.66
加入者回線チャージ 一 一 1.01 2.04 2.66 2.67 3.53
税 金 0.56 0.58 0.70 0.84 0.94 0.91 1.05
合 計 5.93 6.20 7.46 8.84 9.41 9.2010.24
一般電話料金 35.0143.7144.3245:6344.0442.9842.71
税 金 1.75 2.19 2.22 2.28 2.20 2.11 2.24
合 計 36.7645.9046.54.47.9146.2445.0944.95
(出所>HerbertS,DordickandMarilynDianeFife,⑫`ご`.,p,122.




















































年)か ら1989年を比較す ると,制 限のない市内電話料金で は51%の上昇,最 低
利用 の市内電話料金では73%の上昇,一 般家庭では22%の上昇 といずれの場合
も上昇 している。 また第5表 であるが,こ れはライフライ ンや同様の援助 プロ
アメリカ電話事業におけるユニバーサル・サービス(2)(67)67
グ ラムに よ って 電話 料 金 の割 引 が な され てい る もの をみ た もので あ るが,こ の
表 か ら補 助 を うけて い る料 金 で は,制 限 の ない市 内電 話料 金 で は7.37ドル,最
低 利用 の市 内電 話料 金 で は6.07ドル,一 般 の 電話 料 金 で は23.98ドル も割 引 が
され てい る こ とが わ か る2さ}。こ こか ら も如 何 に ラ イフ ライ ン等 の電 話 割引 制 度
が低 所得 者 層 の家 庭 に役 だ って い るか が みて とれ よ う。
以 上,簡 単 で あ るが,AT&丁 分 割 前後 の ア メ リカ電話 事 業 につ い て,特 に
その 電話 普 及率 並 び に住 宅用 電話 料 金 の推 移 を中心 に素 描 した。 ここか らみ ら
れ る特徴 を 要約 して お くと,「世 界 一 の電話 国」 とい われ る にふ さわ し く,ア
メ リカの電 話普 及率 は全体 平 均 で実 に93%に及 んでい るが,こ とその 中身 を詳
し くみ る と,例 えば東 部 な どの 人 口密集 地域 で の 普及 率 の高 い州 と,中 部 ・南
部 な どの ル ー ラ ル地 域 での 普 及 率 の低 い州 との差,ま た 「世 帯規 模 」 「世 帯 主
の雇用 状 況」 「年 収 水 準」 「世帯 主 の年 齢」 「人種 」 な どに よ りそ の普 及 率 に は
相 当 の ア ンバ ラ ンス があ る。 またAT&Tの 分 割 を は さんで,市 内電話 料 金 の
上昇 によ り電話 サー ビスが うけ られ な くな る人 が増加 す るので は ないか との 懸
念 は,後 述 す る 「電話 援助 プ ログ ラム」 のお か げで杞 憂 に おわ ったので あ る。
以 上 の特 徴 をふ まえ た上 で,次 節 で は,本 稿 の 中心 課題 で あ る ア メ リカの ユ
ニバ ーサ ル ・サ ー ビス につ いて ,「ライ フ ライ ンサー ビス」 ・「リ ンクア ップ ・
ア メ リカ」 プ ロ グ ラムの制 度 を中心 に考 察 す る こ とに しよ う。
2.「ライ フ ライ ン,リ ンクア ップ」 プ ログ ラ ムの 制度 ・状 況
まず 第6表 か ら検 討 す るが,こ の表 はア メ リカにお け る ライ フ ライ ン ・プ ロ
グラ ム並 び に リ ンクア ップ ・プ ログ ラムの各 州 にお け る実施機 関,適 格 基準,
収 入 証明 方法 の状況 を示 した もので あ る(な お,原 表 は コ ロ ンビア地 区 ・プエ
ル トリコを含 む50州で あ るが,全 州掲 載 す る と膨 大 な もの にな る ので ,最 初 の
5州 に割 愛 して あ る)。
1991年1月現在,29の 州 並 び に コ ロ ンビ ア地 区で ラ イ フラ イ ン ・プ ログ ラ ム
25)Herbert5.Dordick,OP.`鉱,p.122.
68(68) 第153巻 第 ユ・2号
第6表 ラ イフ ライ ン,リ ン クア ップ ・ア メ リカ,プ ログ ラムの適格 基 準
州 実施機関 適格基準 収入証明
ア ラ バ マ 公共サービス委 社会保障収入補助,医療補助あ 医療補助あるい
員会 るいは児童扶養援 助あ るい は は フ ー ドス タ ン
フー ドス タ ンプの受給 者 プ カ ー ド
ア リ ゾ ナ 企業委員会 ラ イ フ ラ イ ン:貧 困 水 準 の アリゾナ経済保
150%以下 の収 入 障部
リ ンク ア ップ:貧 困水準 あ るい
はそれ以下の収入並びに高齢者
電話割引プログラムの加入者
ア ー カ ン サ ス 公 共サ ー ビス委 社会保障収入補助,児童扶養援 市内電話会社
員会 助,住 宅燃 料援 助 プロ グラム,
フー ドスタ ンプ,医 療補 助 あ る
いは住宅補助の受給者
カリフ ォルニ ア 公益事業委員会 貧困水準のユ50%以下の収入 自己証明
コ ロ ラ ド 公益事業委員会 社会保障収入補助,高齢視覚障 社会サー ビス部
害者へ の住宅 補助あ るいは極
貧 ・障害者への援助 の受給者 一
(出所)BridgerM.MitchellandIngoVogelsang,OP.鷹,p,231,より作 成 。
が 実施 され て お り,ま た48の州 並 び にコ ロ ンビア地 区 ・プエ ル トリ コで リン ク
ア ップ ・プロ グ ラムが 実施 され て い る。
これ らの州 に おい て は,一 般 的 に公益 事業 委 員会(公 共 サ ー ビス委員 会)が
これ らの プ ロ グラ ムを運 営 して い る。 これ らの プロ グ ラムの受 給資 格 は,以 下
の2つ に代 表 され る低 所得 世 帯 に限 られ て い る。
① 世 帯 の収 入 が,連 邦 で定 め られ た貧 困水準(州 に よ って は,そ の水 準 の2
倍 以 内,例 えば カ リフ ォル ニ アで は その水 準 の150%)を越 えな い こと,
② 世 帯 は,社 会 福祉 プ ログ ラム(例 え ば,フ ー ドスタ ンプ ・プロ グ ラム,児
童扶 養 援 助,燃 料 援 助 プ ログ ラム,等)の1つ あ るい は そ れ以 上 の適 用 を
受 けて い る こと。
また これ らの プ ロ グ ラ ムを受 け る場 合 の証 明 方 法 は,(カ リ フ ォルニ アの よ
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うに)自 己証 明 で もよい し,あ るいは(イ ンデ ィ アナ の よ うに)市 内 電 話会社
で もよい し,ま た(コ ロ ラ ドの よ うに社会 サー ビス部)プ ログ ラム に責任 を持
つ 部署 で もよい こ とに な って い る。
次 に,第7表 で あ るが,こ の 表 は ラ イ フ ライ ン ・プ ロ グ ラ ム並 び に リ ン ク
ア ップ ・プ ログ ラム の各州 の実施 時期 ,各 プロ グ ラムの登 録加 入 数(%)を み
た もので あ る。
この表 か らわ か る通 り,州 に よ って各 プ ロ グラ ムの登録 規模 ・率 は様 々で あ
る。 ライ フ ライ ン ・プ ログ ラムの登 録平 均 は32%であ るが ,例 えば アイ ダホ の
73.5%,カリフ ォル ニ アの62.7%等,州 によ って はそ のか な りの 部分 が 登録 し
てい る州 もあ る。 また リンクア ップ ・プ ログ ラム のそれ は平 均 して3%で あ る。
リ ンク ア ップ ・プ ロ グ ラム の率 が低 い よ うにみ え るが そ れ は,(先 述 した よ う
に新 規 電話 加 入 の補 助 制度 で あ るた め ,取 付 工事 料 金 の補助 の必 要 は ない)す
で に電 話 を持 って い るた めで あ る26,。
これ らの 「ラ イフ ラ イ ン,リ ンクア ップ」 プロ グ ラムの制 度 ・状 況 を要 約 す
る と,以 下 の こ とが い えよ う。 まず,「ラ イフ ラ イ ン」 プ ロ グ ラムで あ るが,
そ の実施 され て い る州 は29に及 び.ア メ リカ全体 の約6割 の州 で 実施 され て い
る こ とで あ る。 ま た そ の加 入者 数 をみ る と,180万人 に も及 び29州の加 入 者 に
占め る割 合 は32%に も及 ん でお り,そ の率 の高 さ には 目をみ は る もの があ る。
また 「リン クア ップ」 プ ロ グラムで あ るが,こ の プロ グ ラムは,48の州 で 実施
され てお り,ほ ぼ ア メ リカ全体 で 実施 され てい る とい って 過言 で はない 。 この
プ ロ グ ラムの加 入 者 は29万人で あ り,そ の全体 に占 め る割 合 は3%で あ る。 こ
の3%と い う数 字 は,論 者 に よ って評 価 が 別 れ る と ころ で あ るが ,マ イ ノ リ
テ ィや低 所 得 階層 ほ ど移動 が 多 い とい うア メ リカの社会 状 況 を考慮 す る と,そ
の移 動 に伴 って電 話取 付 工事 料 金 を補助 す る とい う制度 は や は りそ の普及 率 に
及 ぼ す影 響 に は大 きい ものが あ る とい え よ う。
26)BridgerM.Mitchell,鵬`ご`.,PP,230-238.
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第 ア表 ラ イ フ ラ イ ン,リ ン ク ア ッ プ ・ア メリカの登録状況
州 ライ フライ ン リン クア ップ








Arkansas 5/866,3058.5 11/8711 ,0993.2
California 1/1/85ユ,179,65862.7



























Maine 1/8833,90849 .5 1/887,91326.9
Maryland 7/862,9293 .9 10/875400 .2
Massachusetts (2/90)N/AN/A 2/902 ,5420.6
Michigan 5/8945,5027 .4 5/898 ,3251.4
Mi㎜esota 1/8846 、84535.1 1/88ユ,7040 .9
Mississippi
5/882,3220.9















RhodeIsland 11/8814,05630唖4 11/88弄8531 .9





















3.先駆 的 な カ リフ ォルニ ア ・プ ログ ラム
本 節 にお い て は,こ れ らの電 話補 助 プ ログ ラムの先 進 的 な州 で あ るカ リフ ォ
ル ニ ア につ い て そ の制 度 を検 討 す る。 カ リフ ォルニ アを特 に取 り上 げる理 由 は,
まず そ の規 模 が 全 米 第1位 で あ り100万世帯 を越 えて い るこ と,ま たそ の プ ロ
グ ラムの水 準 が高 く,長 い 歴史 を もって い る こ と,今 後 の 日本 に お ける低 所得
者 用 の 電話 料金 を考 え る上 で参 考 に な る点 が 多 い とい う理 由か らで ある。 以 下,
そ の歴 史 をみ て い くこ とに しよう。
ライ フ ライ ンサ ー ビス とい う制度 は,ま ず 最初 に カ リフ ォルニ ア にお いて確
立 され た。 こ こで は,カ リフ ォル ニ ア にお け る初 期 の ライ フラ イ ンサー ビスの
制度 ・料 金 等 につ い て振 り返 ってみ よ う。
1968年カ リフ ォルニ ア におい て,電 話 サ ー ビス を買 う余裕 が なか った貧 困老
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人 のた め に緊 急サ ー ビス を供給 す るため の低 料 金 電話 サ ー ビス と して 「ラ イフ
ラ イ ンサー ビス」 が確 立 され た。 ラ イ フ ライ ンサ ー ビスの 月額 料 金 は,2.5ド
ルであ る。 加入 者 は,月 ご とに,制 限時 間 のない30回の 電話 が か け られ る。 追
加 電話料 金 は,5セ ン トで あ る。 この こ とか ら1ケ 月 に40回電 話 した 加 入者 は,
2.5ドルプ ラス0.5ドル(0.05×10)の料 金 とな る。 ライ フ ライ ンサ ー ビスのそ
もそ もの起 源 は,1968年12月の カ リフ ォルニ ア公 益事 業 委 員会 決定No.74917で
あ る27)。この決 定 が なされ た 審議 過 程 をみれ ば,こ のサ ー ビ スが い か よ うに お
こなわ れ て い るのか,そ して 元来 だ れの た め にそれ は企 図 され たのか とい う点
につい て の理解 を得 る こ とが で きる。以 下,証 言 に耳 を傾 け る こ とに しよ う。
「安価 で 低利 用 の住 宅用 電話 サー ビスの必要 性 に関す る証 言 は,老 人市 民
の主 要 な 組織 の8人 の代 表 に よ って,公 聴 会 に参 加 したお お よそ300人の
メ ンバ ー の傍 聴 の もとに,1日 をか けて お こなわれ た 。彼 らの 申 し立 て ば,
電 話 サ ー ビス が欠 くべか らざ る もの とな って い る貧 困 老 人,虚 弱 で 在 宅 の
病 人の た めの特 別料 金 に関 す る もので あ った。 『電 話仲 間』 あ るい は 『仲
良 し』 と よば れ る シ ステ ムは,こ れ らの 人 々に よって,も し老 人が 電 話 で
受 け答 えで きるな らば1日1回 安 否 を チ ェ ックす る手段 と して,広 範 に利
用 され て い る。 この電 話 チ ェ ックの おか げで,事 故 の被 害 者や,病 気 の人,
心 臓発 作 をか か え る人 な ど付 添 いの ない人 々が,1日 中横 たわ った ま まの
状 態 か ら解 放 され た ので あ る。 これ らの 人 々に とって,ま さ に電話 は命綱
(lifeline)であ る。 彼 ら のほ とん どに とって現 在 の最 低 月額 電 話 料 金 は,
ほ とん ど3日 分 の食 費 に あた る。彼 らはそれ 以上 は支 払 う こ とがで きない。
1日1回 の電 話 は,彼 らの最低 限の必 要 な ので あ る。」謝
第2図 に見 られ る通 り,1970年か ら1977年の 間の住 宅 用 電話 サ ー ビスの3つ
の 形 態 の 中で,ラ イ フ ラ イ ンの 人気 の 急 成 長ぶ りが わ か る。 ラ イ フ ライ ンは






































1970年にお け る住 宅 用 電話 市 場 の1.4%から,1975年にお け る10.4%に成長 し
た。1976年にお け る9.5%への下 落 は,主 要 には,市 内電話 へ の時 間制 の導 入
に起 因す る もの で あ った。 時 間制 の導入 とは,1976年3月,パ シ フ ィ ック電 話
会社 が,ラ イ フ ラ イ ン並 び に60通話料 金顧 客 に対 して,最 初 の5分 は5セ ン ト,
そ してそれ を超 え る5分 ご とに5セ ン トの徴 収 を始 め た もので あ る。 が,し か
し,多 くの反対 にあ い,1977年7月,公 益 事 業委 員 会 は,ラ イ フ ラ イ ンを時 間
制か ら免 除 す る こ ととな った。 もう1つ の注 目に値す る事態 は,ラ イフ ライ ン
の発展 に対 して抑 制 的 な効果 を与 え る もので あ った 。 それ は1974年にお け る年
収7,500ドルの 制 限 の賦 課 で あ った。 公益 事 業 委 員 会 は,当 初,多 数 の 顧客 に
よ る ライ フ ライ ンへ の無差 別 の加 入 はパ シ フ ィック電 話 会社 が他 のサ ー ビスの
料 金 を値上 げす る こ とによ って埋 め合 せ す る こ とを余 儀 な くされ てい る とい う
こ とを認 め た ので あ る。 その結 果 収入 証 明 プ ログ ラムが採 用 され,ラ イ フ ラ イ
ンサ ー ビス を,.家族 あ わ せ て年 収7,500ドル以 下 に制 限 され た。顧 客 は,そ の
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よ うな 証 明 を しめ さ な け れ ば な ら な い こ と に対 して 強 力 に抵 抗 し,制 限 を 除 去
す る よ う公 益 事 業 委 員 会 に圧 力 を か け,そ れ ら は 功 を 奏 し,公 益 事 業 委 員 会 の
命 令 に よ っ て 結 局 た っ た2ケ 月 後 に,収 入 証 明 は撤 回 さ れ る こ と に な っ た の で
あ る四)。
以 上,1970年 代 カ リ フ ォル ニ ア に お け る ラ イ フ ラ イ ンサ ー ビ スの 制 度 ・料 金
等 に つ い て の 初 期 の 試 行 錯 誤 を と もな う進 行 の 過 程 を み て きた 。
次 い で,1980年 代 の 制 度 に つ い て検 討 す る が,こ こで は1983年9月 下 旬 に法
律 と して 承 認 さ れ た 「theMooreUniversalTelephoneServiceAct」90)との 法
案 につ い て 検 討 す る 。 こ の提 案 に は ユ ニ バ ー サ ル ・サ ー ビス の 根 本 思 想 で あ る
「電 話 に よ る コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン は 現 代 社 会 に お け る必 需 で あ り,す べ て の カ
リ フ ォ ル ニ ア 住 民 は そ の 利 用 に あ た っ て リー ズ ナ ブ ル な 費 用 で 利 用 で き る よ う
に しな け れ ば な ら な い 」 との 精 神 が 述 べ られ て お り,そ の 内 容 は,年 収11,000
ドル以 下 年 収11,000ドル は,2.3人 の 平 均 世 帯 で お お よ そ 連 邦 貧 困 ガ イ ド
ラ イ ン の150%に 当 た る一 の 所 得 の 世 帯 は,他 の 種 々 の便 益 と と も に,電 話
基 本 料 の50%の 割 引 を 受 け る こ とが で き る もの で あ る 。 この プ ロ グ ラ ム は基 本
的 に は,州 際 電 話 サ ー ビス の4%の 課 徴 金 に よ っ て 賄 わ れ て い る。 カ リ フ ォル
ニ ア プ ロ グ ラ ムの 加 入 者 は,1984年12月 の48万9 ,358人か ら1987年4月 の110万
6,960人ま で 増 加 して い る。 これ ら の プ ロ グ ラ ム は,州 際 電 話 利 用 者 に よ っ て
支 払 わ れ る課 徴 金 を 通 じて賄 わ れ て お り,市 内 電 話 料 金 の値 上 げ さ れ た 分 を 緩
和 す る こ と に 役 立 って い る の で あ る3㌔
以 上,簡 単 で は あ るが カ リ フ ォル ニ ア に お け る プ ロ グ ラ ム の 制 度 ・料 金 に つ
い て検 討 して きた 。 こ の プ ロ グ ラ ム に つ い て そ の 特 色 を 要 約 す る と,1968年 と








特 色 が あ る。1970年代 に は,そ の利 用者 は カ リフ ォル ニ アの都 市部 で約10%を
占 め る まで に成長 し,1980年代 には,さ らに 「モ ア ・ユ ニ バー サ ル電話 サ ー ビ
ス法」 の制 定 に力 を得 て,さ らに利 用者 を増 大 させ てい る ことであ る。 ア メ リ
カ全体 の180万の ライ フ ライ ン加 入者 の うち,1989年ユ2月現 在 の118万とい う数
字 は そ の65%にあ た り,実 に アメ リカで ライ フ ライ ン利 用 者 の3分 の2が カ リ
フ ォル ニ ア1州 で利 用 してい る ことにな る。 また この利 用者 の多 さ に も関係す
るが,そ の適 格基 準 が 連 邦 貧 困 ガイ ドラ イ ンの150%以下一 年収11,000ドル
以 下一 であ り,そ の証 明方 法 が 「自己証 明」 で よい とい うと ころに,こ の プ
ログ ラ ムの水準 の高 さが あ る。 カ リフ ォルニ ア以外 の他 の諸 州 の よ うな 「適 格
基 準 」 「収 入証 明」 と比較 した時,カ リ フ ォル ニ アのそ の先 進 性 に は注 目に値
す る もの が あ る とい え よ う。
以上,紙 幅 の関係 か らその詳 細 は割 愛 せ ざ るを得 な いが,こ れ まで の考 察か
らで も指 摘 で き る こ とは,こ れ らの 電 話 援 助 プ ログ ラ ムが低 所 得 者 層 の電 話
サ ー ビス に大 い に役 だ っ てい る姿 で あ る。 電話 サ ー ビスは,特 に低 所 得 世帯 が
利 用 す る割 合 が 高 い市 内 電話 は,「所 得弾 力 性 か らみ た 場合,そ の 所得 弾 力 性
が 低 い」32⊃の で,月 額 電話 料 金 は 平均 的 な低 所得 世 帯 の全 支 出 の大 きな割 合 に
相 当す るの で あ る。AT&丁 分 割後 の市 内電 話料 金 の値 上 げ は,そ して市 内 電
話料 金 の値 上 げに よ る電話 サ ー ビスにお け る 「ユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビス」 後退
の懸 念 は,こ れ らの プ ロ グラム を通 じた所得 再 配 分 政策 に よ り緩 和 され てい る
ので あ る。
IVお わ り に
以 上,ア メ リカ にお け るユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビスの問 題 を その 「ラ イ フライ
ン」 プ ログ ラム を 中心 に考 察 して きた 。 ここか らみ て とれ る こ とを ま とめ るな
らば,電 話 とい う生存 権 の一 部 を担 う ライ フ ライ ンが,そ の技術 革新 に よ って
「自然独 占」政 策 か ら 「規 制 緩 和 ・競 争 導 入」 政 策 に よb市 内電 話 料金 の上 昇
32)BridgerM.Mitchell,OP.`ピ孟.,p,226,
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とい うまさに 「電話事業 のユ ニバ ーサル ・サー ビス」の危機 を迎 えたが,「ラ
イフライ ン,リ ンクア ップ ・アメリカ」 サー ビス とい う低所得 階層 の消費者保
護政策 によ り 「ユニバーサ ル ・サー ビス」が維持 ・発展 されている姿であ る。
換言す るな らば,本 来 の意味での競争=公 正競争 と 「社会的弱者 の保護」 とは
トレー ド・オフの関係 にあるのではな く,両 立す るもの と考 えている。
目を遠 くの彼 方 アメリカか ら日本 に引 き戻 して,「電話事業 における消費者
保護 の 日米比較」 を行 えばその相違 には目をみはるものがある。 アメリカにお
ける 「規制緩和 ・競争導入」政策は,日 本では 「臨調 ・行革」に よる 「競争 ・
民間活力の導入」=「 民営」化 として現れ,1985年の電電公社 の民営化=NT
Tの発足に結実 したことは記憶 に新 しい。次いで矢継 ぎ早に,1986年以降のN
CC(新 規事業者)の 参入,1990年の 「104」電話番号案内有料化 等,わ ずか
数年の問の電話事業をめぐる環境 の変化 にはすさま じい ものがある。 この間の
「競争」導入政 策によ り市外長距離電話料金が値 下げされ,民 営化 ・競 争導入
政策 の成果が喧伝 され るが,電 話事業 におけるユニバーサル ・サー ビスの観点
からみた場合 い ままでいたる所 におかれていた公衆電話が使用頻度が低い と
の理 由で大 幅に撤去される,電 話事業開始以 降エ00年間無料 であ り,ま た本 来
無料であ るべ き電話番号案内が有料化 される,い ままた一般家庭 において必需
である市 内電話料金の値上げ構想が浮上す るなど,憂 慮され る事態が進行 して
いるのであ る。
電話番号案内有料化の 日米比較 を行 ってみ ると,日本で は1990年12月に 「電
話番号案内の利用者の80%は一部の企業であ る」 として1回 の問い合わせに30
円の料金 を課 し,ま た番号案内サー ビスは赤字部門である として,更 なる値上
げを考えている。 アメリカにお ける番号案内サー ビスが有料化 された際の事例
と比較 してみ ると,「ニ ュー イングラン ド ・テ レホ ンは,他 のAT&丁 系列 の
地域 電話会社 と同 じように1984年に番号案内を有料化 したい と公共事業委員会`
に申請」「わずか20%の利用 者が,番 号案 内サー ビスの80%を利用 している」
と会社 は主張 し,す べての電話か らの番号案内 を有料化 したい という内容だ っ
アメリカ電話事業におけるユニバーサル・サービス(2)(77>77
た 。 しか し,公 共 事 業 委員 会 は一 般 家庭 で の利 用 者 を保 護す るた め に,ビ ジ ネ
ス用 の 電話 につ い てだ け,1件 につ き35セン トの通話料 と50セン トの手 数料 を
とる こ とを認 め,し か も,小 規 模 な事 業者 を保 護 す るた め に,1回 線 につ い て
月10回まで の 問い 合わ せ ば,無 料 とされ た。 さ らに,公 衆 電 話や 身体 障 害者 の
使 って い る ビ ジネ ス用 電 話,さ らに州や 市 の役所 な ど公 共機 関 の中 に設 置 され
てい る電 話 は,有 料 に は しない こ ととい う,き め の細 か い措 置 が取 られ て い る。
AT&Tの 分 割 以 来,全 米 で,番 号案 内 の有 料化 が 取 り入 れ られ,住 宅用 の電
話か らの 問 い合わ せ も有 料 と した もの も少 な くな いが,大 部 分 は月 当 り5回 か
ら10回まで の無料 の問 い合 わ せ を認 めて い る3%
この 「電 話番 号 案 内有料 化 」 の 日米 比較 か ら もわか る通 り,ア メ リカ にお い
て は住 宅用 の電 話 は刀5-10回程 度 の 問 い合 わせ ば無 料 で あ り,ま た公 共 機 関
に設置 され て い る電話等 は無 料で あ る とい う きめ の細か い措 置 が と られ てい る。
しか る に,日 本 の場合 は住 宅 用 も一律30円で あ り(有 料 化 の際 ,1件 につ き10
円で 電 話番 号 を検 索で きる機 器の 貸与 を行 ったが,そ の利用 者 の ほ とん どは企
業 か 一部 のマ ニ アで あ り,低 所得 階層 の利 用 は少 ない もの と考 え られ る)ま た
限 られ た地域 の 「ハ ロー ・ペ ー ジ」 しか配布 され て い ない ので,必 然的 に番 号
案 内 に た よ らざ る をえ ない。 その 「消 費者保 護 」 の差 は歴然 で あ る とい え よ う。
また,本 稿 の 課 題で あ った低 所 得者 用 の料 金 に 関 して も,日 本 で は 「65歳以
上 の ひ と り暮 し」 「生 活保 護 の 適 用 を うけて い る方 」等 の厳 しい 限定 条 件付 き
で市 町 村 の 「福 祉 電話 」 が 貸与 され るだ けで そ の利用 者 は微微 た る もので あ り,
先 述 の カ リフ ォル ニア と比較 した場 合 そ の差 は歴 然 で あ る。
また,市 内電 話料 金 部 門 ・基本 電 話料 金部 門 ・電 話 案 内料 金部 門 の 「赤字 」
を理 由 と し,そ の 「リバ ラ ンシ ング」 を図 る との名 目の各料 金 値 上 げ構 想が 浮
上 してお り,日 本 にお け るユ ニバ ー サ ル ・サ ー ビスの後 退 に比 べ ,ア メ リカで
はAT&Tの 分 割 以 降 もそ のユ ニ バー サ ル ・サ ー ビス維 持 の た め不 断 の努 力 が
な され てい る姿 は上述 の とお りで あ り,こ の よ うな状 況 の 中で今 後 の 日本 にお
33)大前純一 「テレコム新時代』朝日新聞社,1988年,110-111ページ。
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ける電話 料 金政 策 を考 えてい く上 で も 「電話事 業 にお け る消 費者 保護 政 策 の 日
米比 較」 研 究 は,ま す ます その重 要性 を増 して い くとい え よ う。
